
書式第 12号 (法第 28条関係)

平成30年度  事 業 報 告 書

平成 30年 4月 1日  から

特定非営利活動法人

平成 31年 3月 31日 まで

EAPメ ンタルヘルスカウンセリング協会

1 事業の成果
創設 6年目を迎え、eMC資格認定試験を東京、愛知 (名 古屋)で実施。 2次試験は実技の総合
力を図るため論述試験を新たに導入した。教育事業についてはEMCAア カデミーとして各種研
修やカウンセリングの実践機会など継続的な学習機会を設け、会員のスキルアップに向けた施策
を実施した。EAP従業員支援プログラムの普及及び支援事業については、会員の日頃の活動の

成果を発表する機会や企業内メンタルヘルス研修の実施、キャリアとメンタルの融合を目指すキ

ャリア部会の展開などを実施した。情報提供事業については協会機関誌の発行の他、引き続き協
会ホームページを活用した情報発信を進めた。

2 事業の実施に関する事項

(2)その他の事業

実施しなかった。

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施

場 所
従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

(千円)

資格認定試験
事業

EAPメ ンタルヘルス

カウンセラーの技術 レ
ベルを認定する資格試
験の実施。

第11回試験

6月 24日

9月 1、 2日

9日

第12回試験

12月 23日

2月 28日 、

3月 2、 3、 10日

中央区、
名古屋市
内貸会場

10名
首都圏及び主要都
市圏内企業・事業

所に所属する経営

者・従業員一般

(不特定多数)

4 617

EAPメ ンタル
ヘルス教育事業

EAPメ ンタルヘルス

カウンセ ラー養成のた

めのカ リキュラム開発

及びその教育事業

通年 法人
事務所

10`名

首都圏及び主要都

市圏内企業・事業

所に所属する経営

者・従業員一般

(不特定多数)

4 076

従業員支援プロ

グラム (EAP)
の普及・導入支
援事業

企業、 自治体等への従

業員支援プログラム

(EAP)の 普及・導

入 支援事業。

通年 法人

事務所 3名

首都圏及び主要都
市圏内企業・事業

所に所属す る経営

者・従業員一般

(不特定多数 )

540

情報提供事業
協会ホームページの制

作を通 して、法人の活

動状況や EAPに 関す

る情報発信を実施。

通年 法人
事務所

3名

首都圏及び主要都

市圏内企業・事業

所に所属する経営

者・従業員一般

(不特定多数)

0



書式第 13号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

平成30年度  活動計算書

平成 30年  4月  1日 から 平成 31年  3月 31日 まで

特定非営利活動法人 EAPメンタルヘルスカウンセリング協会
(単位 :円 )

科
曰

【 金 額

「曼畿曇
うち最傘基會

2事業収益
受験料収入
受講料収入
カウンセリング収入

従業員支援プログラムの普及・導入支援事業

3その他収益
雑収入 (懇親会参加費、名刺作成サービス代)

受取利息 (普通預金利息)

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

Ⅱ籠躁
『
1竃業姜

多 ハ た・こυ池 経費

“

平七支=●
‐.

2管理::][[]言[}骨m‐i‐|フ

費用等)

基
=墾

利

4i穐

給与

[:言[景][][意:草

li'ξ誇通費)
拿薫豪馨]r曇

霜F入
)

_経雪

蕉職馘 響言鰺

皿
ξ駅躊計

減額

680,000
2,425,000

4,617,000
2,964,398
1,112,070
540,000

153,000
104

0
808,400

400,000
57,552
137,178
493,756
48,600
4,781
5,584

70,000
11,016
64,285

515

4,717,140
1,513,106
815,320

1,069,994
1,165,239

3,105,000

12 491 572

11

1,1 06

0

9.233.468

153.104

9.280.799

808.400

1,293.267

0

0
0

1,109,106
0

1,109,106
5,031,552
6.140.658



書式第 15号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

平成30年度 貸借対照表

平成 31年  3月 31日 現在

特定非営利活動法人
EAPメンタルヘルスカウンセリング協会

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

資産の部

1流動資産

現金預金

現金

みずほ銀行普通預金

流 動 資 産 合 計

2固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

2固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

78,564

7,466,699

ｎ

）

ｎ

ｖ

ｎ

）

1,404,605

7,545,263

7,545,263

ｎ

）

1,404,605

1,404,605

ｎ

）

6,140,658



16号 (法 28 関係
事 業 報 告 用

平成 30年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人
EAPメ ンタルヘルスカウンセリング協会

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人会
計基準協議会)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固 定資産の減価償却の方法
該当なし

(3)引 当金の計上基準
該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

〈6)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 目
資格認定
試験事業

事業部門計 管理部門 合計

2,425,000
0

0

9,913,468
153,104

2,425,000
0

0

9,913,468
153,000

0

0

0

0

04

2,425,000
0

0

9,913,468
153,104

12,491,572 12,491,468 104 12,491,572

808,400
0

808,400
0

808,400
0

808,400808,400 808,400

0

0

0

0

0

400,000
57,552

137,178
493,756
48,600
4,781
5,584

70,000

11,016
64,285

515

1,293,267

4,717,140
1,513,106
815,320

1,069,994
1,165,239
400,000
57,552
137,178

493,756
48,600
4,781
5,584

70,000
11,016

64,285
515

10,574,066

4,717,140
1,513,106

815,320
1,069,994

1,165,239

400,000
57,552

137,178
493,756
48,600

4,781
5,584

70,000
11,016
64,285

515

10,574,066

4,717,140
1,513,106

815,320
1,069,994

1,165,239

0

0

0

0

0

0

0

9,280,799
11.382,4669,280,799 2,101,66711,382,466
1,109,1061,109,106 曰 匝コ 駁囲B 匹Ю 匝ロ

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
資格認定試験事業
講師料
会員管理業務費
研修事業費
会報誌費用

顧問料
印刷製本費
旅費交通費
広告宣伝費
採用費
消耗品費
会議費
諸会費
支払手数料
通信費
租税公課
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

…

口Ш□団田



内容 金額 算定方法
該当なし

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
円 )

4.使 途等が制約された寄附金等の内訳

(単 円)

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳
円)

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

円)

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費は従事割合に基づき按分 しています。

その他の事業に係る資産の状況

特になし

７
，

０^

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

該当なし

合計

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

0 0 0

有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目
計算書類に

計上された

金額

内役員及び

近親者 との

取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

平成30年度 財産目録

平成 31年  3月 31日 現在

特定非営利活動法人
EAPメンタルヘルスカウンセリング協会

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

I 資産の部

1流動資産

現金預金

現金

みずほ銀行普通預金

流 動 資 産 合 計

2固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投 資その他の資産計

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

2固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

78,564

7,466,699

ハ
υ

ｎ

ｖ

ｎ
υ

1,404,605

7,545,263

7,545,263

ｎ
υ

1,404,605

1,404,605

ｎ

）

6,140,658



書式第 18号 (法第 28条関係)

平成30年度年間役員名簿 J僣言精謄膚ぢF精紘灘I:鮮ξ晰潔脈1鰍:躍哲
所並

墨E=土菫二壁遷』塗ム」塾E=2艶塑 122L堕生皿主____

1 確認事項 (法第 20条 及び第 21条 を確認の上、チェックを入れて くだ さい。)

ビ以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

M各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1 ・監事

マツタ
゛
  ナオユキ 平成30年 4月 1日

+Fi31+38 31 F

年   月   日

年  月  日松田 直之

2 ・監事

シマタ
゛
  シケ

゛
ヒサ 平成30年 4月 1日

平成31年3月 31日

年 月

月

日

日年嶋田 茂久

3 〇 監事

アキヤ  ユウシ
゛

平成30年4月 1日

平成31年 3月 31日

年  月  日

年 月 日秋谷 裕二

4
⌒

klヲ
・監事

ナがイ ユリ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日永井 裕理

5 監 事

ミヤカ
゛
ワ  コウイチ 平成30年 4月 1日

平成31年 6月 30日

年

年

月   日

月 日宮川 浩一

6
⌒

理事・健ヲ
スキ

゛
オ  テツヤ 平成30年4月 1日

平成31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日杉尾 哲也

7 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年   月 日

日年 月

事 業 報 告 用



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係) 設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人EAPメ ンタルヘルスカウンセリング協会

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 松田 直之

2 嶋田 茂久

3 秋谷 裕二

4
永井 裕理

(石川 裕理 )

5 杉尾 哲也

6 河江 信嗣

7 吉田 智美

8 奈良澤 まり子

9 小西 崇介

10
株式会社
リカレン トキャリア

代表取締役 松田満江

11

12


	新しいしおり

